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（１）実施機関別保有個人情報の開示の利用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

個人情報
保護制度　

情報公開・個人情報保護
審査会の開催状況
情報公開・個人情報保護審査会は開催されませんでした。

以下の表は、平成１９年度中における伊豆の国市
の情報公開制度、個人情報保護制度、情報公開・個
人情報保護審査会の利用状況を集計したものです。

公文書の開示または市が保有する市民の皆さんの
個人情報（請求者本人の情報に限る）の開示等を請
求したい人は、総務課までお問い合わせください｡

問合せ 総務課　電話０５５‐９４８‐１４１１

公表し
ます！

情報公開・個人情報保護審査会とは、不服申立てに対
して慎重かつ公正な手続きができるよう学識経験者５人
で構成する実施機関の諮問

し もん

機関です。

『個人情報保護制度』は、市が保有する個人情報の開示、
訂正や利用停止を請求する権利を明らかにすることにより、
個人の権利利益を保護するための制度です。

（３）保有個人情報の利用停止請求はありませんでした。

（１）実施機関別公文書の開示の利用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

情報公開制度
（公文書開示）

『情報公開制度』は、市の諸活動に関する情報を公開す
ることにより、市政に対する皆さんの理解と信頼を深め、
開かれた市政を推進するための制度です。

不服申立て
の状況

実施機関
請求
件数

請求
取下げ

処　理　の　状　況

全部開示 部分開示 不開示 存否応答拒否 文書不存在 却下
市　　長 １６ ２ ６ ８ ０ ０ ０ ０
議　　会 ２ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０

教育委員会ほか＊ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
小　　計 １８ ２ ８ ８ ０ ０ ０ ０

開示等請求に対する市の決定（不開示決定や部分開示
決定等）に不服がある場合に不服申立てができます。

不服申立てはありませんでした。

（２）実施機関別保有個人情報訂正請求の利用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

実施機関
請求
件数

請求
取下げ

処　理　の　状　況

全部開示 部分開示 不開示 存否応答拒否 文書不存在 却下
市　　長 ４ １ ２ ０ ０ ０ １ ０
議　　会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

教育委員会ほか＊ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
小　　計 ４ １ ２ ０ ０ ０ １ ０

＊教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会

実施機関
請求
件数

請求
取下げ

処　理　の　状　況

市　　長 １ ０ １ ０ ０
議　　会 ０ ０ ０ ０ ０

教育委員会ほか＊ ０ ０ ０ ０ ０
小　　計 １ ０ １ ０ ０

訂正 非訂正 却下

市役所の税務職員が還付金受取り

のために、

①金融機関等の現金自動預け払い

機（ＡＴＭ）の操作を求めることはありません。

②金融機関の口座を指定して金銭の振り込みを求め

ることもありません。

振り込め詐欺にご注意

●平成１９年１月２日以降に伊豆の国市へ転入した人
は、平成１９年１月１日現在にお住まいの市区町村に
お問い合わせください。
●平成１９年中に亡くなった人や海外へ転出して平成２
０年１月１日現在国内に居住していない人には、こ
の経過措置は適用されません。
●対象となる人は、市県民税と所得税の人的控除（配偶
者控除、扶養控除、基礎控除など）額の差の合計額が、
平成２０年度の市県民税の合計課税所得金額（課税長
期譲渡所得等の金額がある場合は、これらの金額を
合計した金額）以上になる人に限られます。寄附金控
除額などの人的控除以外の控除額が増加したり、住
宅ローン控除などによって所得税が課税されなくな
った人には、この経過措置は適用されません。

７月１日（火）
～３１日（木）

平成１９年１月１日現在
お住まいの市区町村

伊豆の国市では、
税務課（伊豆長岡庁舎）、
市民サービス課（大仁・韮山
庁舎）へ提出してください。

税源移譲により、所得税率の変更による税負担の軽減の影
響は受けず、市県民税率の変更による税負担の増加の影響の
みを受ける人については、市への申告により、平成１９年度分
の市県民税額から、税源移譲により増額になった市県民税相
当額を減額します。このとき、未納の徴収金額がある場合は
充当され、納付済みの場合には還付になります。

所得変動に伴う市県民税の減額を受けるた
めには申告が必要となります。

市では、６月下旬に平成１９年１月１日と平成２０年１月１
日の両時点で伊豆の国市に居住していた人の中から、対象と
思われる人に減額申告書を送付しました。

問合せ 税務課　電話０５５‐９４８‐２９１８

申告先

申告期間


